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地方公共団体における人権教育事業の実施状況に関する調査研究 様式２

事例調査票 （２）事業概要

１．概要

人権教育推進事業

小林市教育委員会

人権問題学習講座・識字教室等を通年（１２ヶ月）実施。

①パソコン教室：４回×１２月＝４８回、（３人）延べ１４４人②ピアノ教室：４回×１２月＝４８回、（３人）延べ１４４人③
書道教室：８回×１２月＝９６回、（７人）延べ６７２人④珠算教室：４回×１２月＝４８回、（５人）延べ２４０人⑤識字教
室：４回×１２月＝４８回、（３人）延べ１４４人⑥卓球教室：４回×１２月＝４８回、（５人）延べ２４０人⑦小促進学級：６
回×１２月＝７２回、（７人）延べ５０４人⑧解放学級：４回×１２月＝４８回、（１２人）延べ５７６人⑨中促進学級：４回
×１２月＝４８回、（７人）延べ３３６人

計　５０４回　　延べ３，０００人

(財)人権教育啓発推進センター

実施自治体・担当課　（連絡先）
宮崎県小林市教育委員会社会教育課

２００５年４月～２００６年３月（通年）各講座・教室５０４回、述べ３０００人

開催場所 小林市上町教育集会所
（２）-１　連携状況

解放同盟上町支部　西諸地区同教

対象 一般市民

人権課題 人権全般、同和問題
（２）-２　特色・工夫した点（広報の方法も含む）

各講座・教室を１年を通して実施している。

（３）参加者の反応・事業の反響等

２．事業内容
参加者からは個々の学習機会となっているため好評である。

（１）事業の目的

高度で専門的な学習機会の提供や人権教育・学習を実施することで、人権尊重の大切さと人と人との心のふれあいの大切さを
認識することができる。

　

（３）-１　反省点・今後の課題

教育集会所開設時から講座・教室を開設しており、日常化、慣習化している現状にある。今後は、参加者が地区住民
だけでなく、市民へ広がり、さらに交流活動を促進する必要があると考えらる。


